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特集 アジアにおけるイノベーションと日本企業のスタンス

1	 アジアにおいて各国スタートアップが盛り上がりを見せる中で、ハードウエアに強い中
国、B2Bに強いインド、政府系機関の影響力が強い東南アジアなど、各地域・国ごとに
特徴が出てきている。あわせて、各地域・国において異なる特徴を持ったスタートアッ
プエコシステム（VC、大学、政府部門の役割分担・連携）が形成されている。

2	 一方、日本企業の海外における投資活動は限定的であるとともに、アジアでの活動は多
くないのが現状である。

3	 欧米・中国の事業者は、自社の成功体験モデルを各国に持ち込むなど、アジア地域にお
けるスタートアップエコシステムに重要な役割を果たしている。

4	 日本企業に求められるのは、アジア各国のスタートアップエコシステムへの関与拡大で
あり、自社の置かれた現状を理解した上で、アジア各国のインキュベーション・アクセ
ラレーションプログラムへの参画、既存ファンドへのLP出資など、適切なアクションプ
ランを起こしていくべきである。
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Ⅰ	アジアにおけるスタートアップ
	 のトレンド

国際通貨基金（IMF）の予測によると、
2017年における世界のGDP合計に占める日
本の割合は6.1％であるが、新興国を中心と
した他国の成長により、東京オリンピック終
了後の23年には5.3％まで低下すると見込ま
れている。

一方で、中国、インド、東南アジア注1の
GDP合計は17年に21.6％であるが、23年には
26.7％を超えて世界経済の 4 分の 1 以上を占
めるまでに成長すると予測されており、この
3 地域の成長は世界経済にとって大きなイン
パクトを及ぼすことになる。この成長の源泉
がイノベーションであり、これら 3 地域では
政府部門の積極的な支援や外国資本の参入に
より、数多くのスタートアップが勃興してい
る。大企業はスタートアップの成長を活力と
して取り込み、さらなる成長につなげている。

今後、日本が成長するためには、国内市場
に閉じたイノベーションのみでは不十分であ
り、アジア市場を見据えたイノベーションエ
コシステムを構築する必要がある。このまま
では日本企業はアジアのイノベーションから
取り残されてしまい、成長するアジアの他国
市場を、指をくわえて見ているだけの状況に
なってしまう恐れがある。アジア 3 地域でイ
ノベーションを生み出しているスタートアッ
プは三者三様の特徴を持っており、それぞれ
どのようにアプローチしていくべきかを、以
降で明らかにしていく。

まず中国市場は、ハードウエアを活用した
スタートアップと、シェアリングなどのソフ
トウエア領域でも米国に先行するようなサー

ビスが登場してきていることが特徴として挙
げられる。ハードウエアを活用したイノベー
ションを志向する日本企業にとっての第一の
選択肢は、深圳（とシリコンバレー）を拠点
に活動するハードウエアアクセラレーターと
の連携である。また、これまでシリコンバレ
ーに目が向けられてきたが、今後の世界的潮
流からして中国からも多くのスタートアップ
が登場することが予想されるが故に、北京や
上海といった中国の大都市を中心としたソフ
トウエア分野のイノベーションにも注目する
必要がある。

早くからイノベーション大国としての中国
の成長に注目してきた欧米発のグローバル事
業者や欧米スタートアップコミュニティは、
既に中国のエコシステムに深く食い込んでお
り、日本企業にとっても中国のスタートアッ
プ総合プラットフォームとの関係作りは急務
である。

欧米のBPO・ソフトウエア開発拠点とし
て急成長を遂げてIT大国となったインドは、
ITで築き上げた素地を活用してスタートア
ップを生み出し、イノベーション大国となる
ことを目指している。インドは、ITによっ
て企業経営を効率化することに強みを持つた
め、B2Bのスタートアップが多いことが特徴
である。グローバル大手IT事業者がインド
をソフトウエア開発、R&D拠点として活用
していることと同様に、ITを活用した企業
経営の効率化という観点では世界のトップに
位置するインドから、B2B分野の世界的イノ
ベーションが起きていくことが予測され、今
後のトレンドになる可能性がある。

インドにおいては首都デリー、商業・金融
の中心地ムンバイ、IT産業の中心地バンガ
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業環境が急激に変化してしまい、これまでと
同じような影響力が行使できなくなる可能性
もある。有望スタートアップの買収などによ
り影響力を増していく中国企業に対して、日
本企業もそれに対抗するアプローチが必要で
ある。

このように、いずれの地域・国でもスター
トアップ投資において後発となる日本企業
は、各地域・国の特徴を理解した上で、海外
事業者の動きを踏まえつつ、適切なアプロー
チを考慮する必要がある（表 1 ）。

Ⅱ	アジアにおけるスタートアップ
	 エコシステム

日本企業がアジアにおいてスタートアップ

ロールなど、各都市によって異なる特徴があ
り、それぞれの都市圏から異なった特徴を持
ったスタートアップが生まれ、イノベーショ
ンが創出されている。欧米企業ほどにインド
をIT拠点として活用してこなかった日本企
業には、欧米とは異なる、日本ならではの関
係作りが求められている。

日本企業にとって、政治、経済、商業、工
業、いずれの面でも関係性の深い東南アジア
地域においては、日本企業がこれまで築き上
げてきた立場が、中国企業の台頭により今後
も維持されていくかは不透明な状況である。
たとえば、タイは「アジアのデトロイト」と
して日系自動車産業のアジア市場向け製造・
開発拠点として重要視されてきたが、スター
トアップが創出するイノベーションによる事

表1　アジア各地域・国のスタートアップのトレンド

中国 インド 東南アジア

特徴

● ハードウエアを活用したス
タートアップに強み

● シェアリングなど多様なサー
ビスが登場

● B2B分野でのスタートアップ
事業多数

● 英語での事業展開可能
● 豊富なIT人材

● 各国の市場規模は中国・イ
ンドに比較するとそれほど
大きくはない

● 全般的に親日的であり、進
出日系企業の数も多い

● 国によって文化・言語が異
なる

推奨アプローチ

①深圳を中心にハードウエア関
連のスタートアップエコシス
テムに参画
②北京・上海を対象にシェアリ
ングなどの最先端スタート
アップとのコンタクト実施

①（展開事業が明確化している
場合）各事業・都市に強みを
持つVCにコンタクト実施

②（展開事業が明確化していな
い場合）事業領域に応じて展
開都市を検討

①（東南アジア全体への事業展
開を検討している場合）現
状スタートアップエコシス
テムが最も発展しているシ
ンガポールのVC・アクセラ
レーターへコンタクト実施

②（特定国への事業展開を検討
している場合）対象国VC・
アクセラレーターへコンタ
クト実施

海外事業者の投資
による先行事例

● 欧米企業は各種スタートアッ
プ総合プラットフォームを活
用して、早期から情報収集を
実施していたほか、スタート
アップとの関係性を構築

● 豊富なIT人材を活用するため
に、インド国内で数千人規模
のR&Dセンターを運営してい
たマイクロソフトやシスコ米
国IT系事業者はいち早くス
タートアップ連携を実施

● 中国2大Webプラットフォー
ム事業者（アリババ、テン
セント）は積極的な出資・
買収攻勢により影響力を拡
大
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促すコワーキングスペースの整備など、環境
整備に力を入れている。

インドにおいては、国内エンジェル投資家
がスタートアップの萌芽期を支え、欧米VC
が育てるという構図になっている。企業投資
家としては、インド国内の大手事業者、欧米
事業者に加えて、決済最大手Paytm（ペイテ
ィーエム）に出資するアリババなど中国勢の
影響力も強い。大学においても欧米の一流大
学同様に起業が選択肢として定着し始めてお
り、スタートアップエコシステムの形成に重
要な役割を担っている。政府部門はStartup 
Indiaをはじめとしてこうした動きを先導し
ており、IT産業に続く経済成長のドライバ
ーとしてスタートアップを積極的に支援して
いる。

連携を進めていく上では、各地域・国ごとの
エコシステムの違いを理解しておくことが必
要である。

たとえば、中国市場においては、地場のベ
ンチャーキャピタル（VC）や阿里巴巴（ア
リババ）、騰訊（テンセント）など大手IT事
業者が投資の中心であるが、欧米事業者もま
た、巨大な中国市場をターゲットに、生産拠
点として活用するための積極的な投資を行っ
ている。また、大学は起業家を生み出す土壌
であるとともに、積極的に自ら投資を行い、
スタートアップエコシステムの発展に大きな
影響力を持っている。これらの動きを強力に
サポートしているのが政府であり、スタート
アップを経済成長の重要な要素と見なし、大
企業とスタートアップのコラボレーションを

図1　アジア各地域・国のスタートアップエコシステム

政府部門

大学

投資家

VC

スタートアップ

中国 インド 東南アジア

● ハードウエアの深圳、
Webサービスの北京・
上海などの都市により
特徴が分かれる

● B2B系スタートアップ
が多い

● Web系スタートアッ
プが多い

● 中国のVCがメインプ
レーヤー

● 一部欧米VCも展開

● エンジェル投資家はイ
ンド国内だがVCは欧
米勢がメイン

● シンガポールがVCの
拠点

● 政府系VCも活躍

● 中国事業者、欧米事業
者が主流

● インド国内事業者、欧
米事業者、中国事業者

● EXITの選択肢は中国2
大Web事業者

● 人材輩出するほか、大
手の投資家でもある

● 人材輩出を実施 ● インキュベーション・
アクセラレーションを
実施

● 環境整備に注力 ● スタートアップ創出の
ための方向性を目標設
定

● 政府が振興策、VC出
資も含めて積極的にハ
ンズオンで支援
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る。
中国IT事業者は、東南アジアでも同様に

自国の成功モデル展開を図っている。このよ
うに、欧米・中国事業者は自国での成功体験
を持ち込み、展開先のアジア各地域・国の事
情に合わせて最適化することで、スタートア
ップ連携を成功させてきている。日本企業も
これまでの成功要因の中で、たとえば家族経
営や「おもてなし」に代表されるきめ細やか
なサービスなど、アジアで展開できる要素を
うまく抽出することによりスタートアップ連
携を成功に導くことができると考えられる。

Ⅳ	日本企業のアジアイノベーション
	 における連携事例

日本の大企業が自社のファンドなどを通じ
てスタートアップへ出資した額は2017年に過
去最大の681億円に達し、 5 年前の27倍に拡
大している注2。これは、技術革新のスピー
ドが加速化する中で、自前での技術獲得・
R&Dに限界を感じている企業が増え、スタ
ートアップとの連携を通じたオープンイノベ
ーションを行う傾向が増えてきていることを
示している。

近年、多くの日本企業がCVC（コーポレ
ートベンチャーキャピタル）を設立してお
り、大企業によるスタートアップ投資が進み
つつある。しかし、海外における投資活動と
しては限定的であるとともに、海外での活動
があるファンドに関しても米国やイスラエル
での活動が多く、アジアでの活動は多くない
のが現状である。

もう一つの特徴として、運用を既存のベン
チャーキャピタルと共同で行う、もしくは任

東南アジアにおいては、ほかのアジア地域
よりも政府部門の積極的な支援が目立ってお
り、特にシンガポールやマレーシアでは、投
資家、インキュベーター、アクセラレーター
として政府系企業や国立大学がスタートアッ
プの創出・成長を支えている。一方でEXIT
の選択肢は中国企業が主となっており、親日
的な国民性と相まって、日本企業のさらなる
スタートアップエコシステムへの関与が期待
されている（図 1 ）。

日本企業が実際に各地域・国のスタートア
ップエコシステムに関与していく場合は、こ
のような状況の違いを踏まえる必要がある。

Ⅲ	他国企業のアジアにおける
	 スタートアップエコシステム
	 への参画方法

中国におけるHAX社やHighway 1 社のよ
うなハードウエアアクセラレーターの成功
は、創業者がシリコンバレーにおける既存の
アクセラレーターの成功モデルを持ち込み、
中国の事業に合わせてプログラムを設計して
きたことが大きな要因として挙げられる。ま
た、中国においてスタートアップ連携を実施
する欧米事業者も、米国やグローバルでの経
験を踏まえて、中国におけるスタートアップ
連携・イノベーション創出を実施している。

またインドでは、IT産業のアウトソース
先としてインドを有効活用してきた欧米企業
が、IT産業での成功体験の延長線上でスタ
ートアップ連携を実現しているほか、アリバ
バのように中国国内で成功したIT事業者は、
同様に巨大市場を誇る新興国であるインド市
場にも成功体験を踏まえた投資を行ってい



53日本企業に向けたアジアイノベーション実現のための戦略提言

おけるスタートアップエコシステムの参画に
おいても活用できるものであり、アジア地域
においても、国内外における自社の成功体験
を踏まえたスタートアップ連携を進めていく
べきである。

Ⅴ	日本企業が採るべき
	 アクションプラン

まず前提として、日本企業がアジアの各地
域・国においてスタートアップ連携を進めて
いく場合には、本業とのシナジーにかかわり
なく投資に対する金銭的なリターンを求める
純投資ではなく、事業投資がメインになると
考えられる。

事業投資において数年内の短期的リターン
を目指す場合には、自社で事業を立ち上げる
人的資源や資金を賄うために、スタートアッ
プに対して出資・買収することによるイノベ
ーションの創出が行われる。これらの短期的
な事業投資では、EC（電子商取引）やFin-
Tech関連、その他デジタル領域のスタート
アップを対象に行われる。

一方で、 5 〜10年以上の長期にわたる戦略
的な事業投資は、スタートアップが本業との
シナジーが想定される技術開発を行ってい
る、またはインフラを有するなどの場合に実
施される（図 2 ）。

これらの短期、中長期の目標を明確にした
上でスタートアップ連携は行われるべきであ
るが、対象国のみならず、周辺国や他国への
展開も踏まえたグローバル観点も併せて考慮
されるべきである。

グローバル観点でのスタートアップ連携で
は、これまでは日本企業がシリコンバレー発

せているケースも増えてきている。たとえば
トヨタ自動車の未来創生ファンドの運用はス
パークス・グループが担っており、三井不動
産はグローバル・ブレインズと共同で設立し
た31 Ventures Global Innovation Fundが担
っている。日本企業にとってスタートアップ
との連携・投資はなじみがまだ薄く、自社内
での目利きやハンドリングは難しい部分があ
る。しかし、既存のファンドとの連携により
効率的に目利き力を活用するとともに、運用
を行うことができる。

同様に、既存のファンドに対して出資を行
うLP出資のアプローチも有効であると考え
られる。たとえば日立製作所は、2018年 3 月
に米シリンコンバレーを中心に活動するジオ
デシック・キャピタルに対して投資を行って
いる。アジアにおいては多くの日系VCが現
地に根を張って活動している。それらVCに
対して出資を行い、まずは情報を得ながら、
現地の目利き力を養っていくアプローチが有
効ではないだろうか。

出資にかかわらないオープンイノベーショ
ンに注力する事例も出てきている。たとえば
ホンダは、米シリコンバレーに拠点を置くホ
ンダR&Dイノベーションズを通じて、スタ
ートアップとの出資にとらわれない連携を加
速している。スタートアップに対して、アイ
デアや技術の具現化に向けてプロトタイプを
生み出す費用を出したり、試験用車両やエン
ジニアを提供したりすることで開発を支援し
ている。シリコンバレー・ボストン・イスラ
エルで展開していた手法を用いて、デトロイ
ト・欧州・中国・日本への水平展開も行って
いる。

これらの日本企業の経験・手法はアジアに
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た。In-Out型モデルで日本の成功体験をアジ
ア地域に展開する場合は、所得に依存する単
なるモノ・サービス売りに閉じずに事業を大
きくする仕組みの創出や、事業モデル展開に
おいて、対象国におけるスタートアップとし
ての企業価値を高めることにより、投資や買
収、さらなる事業開発のための資金調達を容
易にするなどの明確なメリットを意識する必
要がある。

これらのOut-In型やIn-Out型の事業展開に
より、各国の事業者と共同して事業展開を行
う協業領域のスタートアップ連携を円滑に行
うことができる。その際には、欧米企業など
のグローバルプレーヤーがアジア地域におい
てスタートアップ連携を実施する産業・領域

のスタートアップと日本国内で連携を進めて
きたように、日本にはないモデルを輸入する
Out-In型の連携モデルが一般的であった。ア
ジア地域においても、たとえば中国における
シェアリング自転車の急速な台頭など、他国
で普及したモデルの輸入・展開は協業パター
ンとして想定される。

反対に、日本で成功したモデルをアジアに
輸出するIn-Out型モデルは、自動車産業、家
電製品や近年の日本食ブームを背景にした飲
食産業などで一般的なモデルである。しか
し、特に消費者向けの事業を展開するB2Cモ
デルのスタートアップは、経済水準の豊かな
日本市場に注力する傾向が強く、これまであ
まりアジア地域への展開は行われてこなかっ

図2　スタートアップ連携の視点と分類

投資回収年数

本
業
と
の
シ
ナ
ジ
ー

小

大

短期（1～3年） 長期（5～10年など）

純投資 長期投資

事業投資 戦略的長期投資

● スタートアップが対象
● VCと同様のビジネス

例）EC、FinTech、デジタル系

⇒短期収益投資案件

● スタートアップが対象
● 相応のシナジー見込めれば買収も

例）EC、FinTech、デジタル系

⇒短期事業投資案件

● バフェット型の投資スタイル
● PEファンドと同様のビジネス

例）技術系企業、製薬、インフラ

⇒長期収益投資案件

● 本業とのシナジー創出を考慮
● 長期的観点でリスクテイク

例）技術系企業、製薬、インフラ

⇒戦略投資案件



55日本企業に向けたアジアイノベーション実現のための戦略提言

しているが、アジアにおいて日本企業が成功
体験、基盤を築き上げることで、これらの先
行プレーヤーに追随するスタートアップ連携
を実現することができる（図 3 ）。

日本企業によるこれらのグローバル事業
展開において、民間事業者単独で他国勢に
対抗していくことは困難であり、政府機関
によるサポートを含めた官民連携が有効で
あると考えられる。これまでにも、たとえ
ば経済産業省は日本が実現する新たな産業
社会を「Society 5.0」と定義するとともに、
データ、技術、人、組織などがさまざまな
モノ、コトにつながることで新たな付加価

など、「競業」領域を意識した差別化を実施
する必要がある。

現状では、シリコンバレーのようにグロー
バルに展開するエコシステムを持たない日本
のスタートアップが、一足飛びに世界市場に
展開することはなかなか難しいが、将来的に
アジアのローカル事業者との協業を実現でき
た先には、共同でのグローバル展開の可能性
が想定される。この領域では、欧米、特にシ
リコンバレー発のスタートアップによる世界
展開や、中国の二大IT事業者であるアリバ
バ、テンセントによる中国市場の成功体験を
踏まえたインド、東南アジアでの展開が先行

図3　スタートアップ連携によるグローバル展開モデル
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値創出と社会課題解決を実現する「コネク
テッド・インダストリーズ」を新たな産業
のあり方として提示し、これらのビジョン・
コンセプトにより日本が世界をリードする
ことを目的に、イノベーション創出の支援
を行っている。これらのイノベーション創
出支援を、アジア諸国の企業・政府機関と
連携して実施していくことは、官民連携に
よってスタートアップ連携を図っていく場
合に有効であると考えられる。

中国、インド、東南アジアといったアジア
の新興国の国々にとっても、少子高齢化、労
働力不足や都市化に伴う諸問題など、将来的

に新興国が経験することになる社会的課題
を、課題先進国としていち早く体験している
日本の経験は有用である。このように日本が
提示するビジョンをスタートアップ連携によ
ってともに解決していくことは、アジア諸国
とともに発展していく上で重要な考え方にな
る。

最後に、本特集のまとめとして、今後のス
タートアップ連携を考える企業担当者の方々
に向けて、具体的なアクションにつながるアク
ションプランチャートを紹介したい（図 4 ）。
本特集がアジアのスタートアップエコシステ
ム参画に向けての一助になれば幸いである。

図4　アジアにおけるスタートアップ連携のためのアクションプランチャート
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